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平成１８年３月期       個別財務諸表の概要       平成１８年５月１２日 

 

上 場 会 社 名               日本精工株式会社      上場取引所  東・大・名・福・札                    

コ ー ド 番 号               ６４７１                  本社所在都道府県   

(ＵＲＬ http://www.nsk.com)                         東京都 
 

代  表  者    役職名 代表執行役社長           氏名 朝香 聖一  

問合せ先責任者    役職名 執行役 経理部長        氏名 斉藤 佳男     TEL (03) 3779-7060   

決算取締役会開催日   平成１８年５月１２日         中間配当制度の有無  有 

配当支払開始予定日   平成１８年６月１５日      定時株主総会開催日   平成１８年６月２７日 

単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000 株) 

                                                  

１．18 年３月期の業績(平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日) 

(1)経営成績         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

18 年３月期 

17 年３月期 

百万円 

425,373 

391,751 

      ％
8.6   

12.3   

百万円

13,697   

11,995 

％

14.2   

25.5   

百万円 

13,261 

10,491 

％

26.4   

94.3   

 

 
当 期 純 利 益 

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率

売上高 

経常利益率

 

18 年３月期 

17 年３月期 

百万円 

12,376    

6,933 

％ 

78.5 

118.9   

円 銭

22  92 

12  84 

           円 銭

22  90  

― 

％ 

5.0 

3.0 

％

2.1 

1.8 

％

3.1 

2.7 

（注）①期中平均株式数          18 年３月期     540,078,601 株    17 年３月期    540,010,178 株 

      ②会計処理の方法の変更     有 

      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  

(2)配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中  間 期  末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 

18 年３月期 

17 年３月期 

円 銭

  12  00 

11  00 

円 銭

5  50 

5  50 

円 銭

6  50 

5  50 

百万円

6,482 

5,939 

％ 

52.4 

85.7   

％

2.5 

2.5 

 

(3)財政状態 

 
総 資 産

 

株 主 資 本

 

株主資本比率

 
１株当たり 

株主資本 

 

18 年３月期 

17 年３月期 

百万円 

668,810 

587,425 

百万円

261,160 

234,758 

％ 

39.0   

40.0   

               円 銭

          483  39 

           434  77 

(注) ①期末発行済株式数 18 年３月期  540,273,175 株 17 年３月期 539,960,759 株 

 ②期末自己株式数 18 年３月期     10,994,929 株 17 年３月期  11,307,345 株

２．19 年３月期の業績予想(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円

218,000 

445,000 

百万円

7,500 

15,500 

百万円

9,000 

16,000 

百万円

7,000  

12,000 

円 銭 

6  50 

－ 

円 銭

－ 

6  50 

円 銭

－ 

13  00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 22 円 21 銭 

 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結８ページを参照して下さい。 
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比 較 貸 借 対 照 表  
 

(単位 百万円)

科   目

 
第１４５期 

(平成 18 年３月 31 日)

第１４４期 

(平成 17 年３月 31 日) 
比 較 増 減 

(資 産 の 部 )  

流 動 資 産  ２０９，２１２

 

２０５，４２８ ３，７８４

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

製 品 

仕 掛 品 

材 料 

貯 蔵 品 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産  

２０，０８４

２８６

１０５，６５９

８，９９０

９，８６７

１４，２１８

３２１

７８９

３５，６６５

３，７６２

８，６７６

１，００４

△１１４

 

４５９，５９７

１０，０８４ 

９２２ 

１０３，８９０ 

８，５７３ 

８，９２３ 

８，７３０ 

３０９ 

６９３ 

２７，９１０ 

９，９３８ 

２４，１０５ 

１，４７１ 

△１２６ 

 

３８１，９９７ 

１０，０００

△６３６

１，７６９

４１７

９４４

５，４８８

１２

９６

７，７５５

△６，１７６

△１５，４２９

△４６７

１２

７７，６００

 

有 形 固 定 資 産  ８４，７４０

 

７７，２４７ ７，４９３

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産  

２７，８２７

１，６５６

３３，２０２

１１０

３，２９２

１５，８６８

２，７８２

３，２８８

２６，９１１ 

１，６６７ 

２６，８９２ 

８１ 

２，０４８ 

１５，８０９ 

３，８３６ 

 

２，２０１ 

９１６

△１１

６，３１０

２９

１，２４４

５９

△１，０５４

１，０８７

借 地 権 

その他の無形固定資産 

 

投 資 そ の 他 の 資 産  

１，０４９

２，２３８

３７１，５６８

１，０４９ 

１，１５１ 

 

３０２，５４８ 

―

１，０８７

６９，０２０

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 貸 付 金 

関係会社長期貸付金 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

その他の投資その他の資産 

貸 倒 引 当 金 

 

８５，３６７

２０８，６０２

１１，９６６

９５

２８，３５５

２０７

３３，７３１

４，０７４

△８３２

５６，０４０ 

１６７，４５３ 

１０，０７５ 

１７７ 

２９，８３６ 

２５３ 

３５，４５４ 

４，２９０ 

△１，０３２ 

 

２９，３２７

４１，１４９

１，８９１

△８２

△１，４８１

△４６

△１，７２３

△２１６

２００

資 産 合 計 ６６８，８１０ ５８７，４２５ ８１，３８５
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(単位 百万円)

科   目

 
第１４５期 

(平成 18 年３月 31 日)

第１４４期 

(平成 17 年３月 31 日) 
比 較 増 減 

(負 債 の 部 )  

流 動 負 債  ２４６，１３９

 

２１２，３５１ ３３，７８８

支 払 手 形 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

コマーシャルペーパー 

社 債 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債  

１，９５０

１１８，４２３

８４，３６３

５，０００

１０，０００

１３，４０６

９，７５３

２，０１１

１，２２９

１６１，５１０

１，８７８ 

１０５，６１１ 

７４，０９６ 

－ 

１０，０００ 

１０，３６８ 

８，８９１ 

５０５ 

９９９ 

 

１４０，３１５ 

７２

１２，８１２

１０，２６７

５，０００

－

３，０３８

８６２

１，５０６

２３０

２１，１９５

社 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

環 境 安 全 対 策 引 当 金 

そ の 他 の 固 定 負 債 

 

８５，０００

３６，５００

３４，４０８

７００

８６０

４，０４１

 

７０，０００ 

４２，５００ 

２１，５４３ 

４１４ 

－ 

５，８５７ 

 

１５，０００

△６，０００

１２，８６５

２８６

８６０

△１，８１６

負 債 合 計 ４０７，６５０ ３５２，６６７ ５４，９８３

(資 本 の 部 )  

資  本  金  ６７，１７６

 

６７，１７６ －

 

資 本 剰 余 金  ７７，９８６

 

７７，９２６ ６０

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

 自 己 株 式 処 分 差 益 

 

利 益 剰 余 金  

７７，９２３

６２

６２

７９，７８６

７７，９２３ 

２ 

２ 

 

７３，３４９ 

－

６０

６０

６，４３７

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

事 業 研 究 費 積 立 金 

海外投資損失積立金 

固定資産圧縮積立金 

固定資産圧縮特別勘定積立金 

別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

１０，２９２

５７，５１０

１，６２７

－

２，６１７

－

５３，２６６

１１，９８３

１０，２９２ 

５７，４６０ 

１，６２７ 

１ 

２，５５０ 

１４ 

５３，２６６ 

５，５９６ 

－

５０

－

△１

６７

△１４

－

６，３８７

 

その他有価証券評価差額金 

 

４０，２１８

 

２０，３９７ 

 

１９，８２１

 

自 己 株 式  △４，００６

 

△４，０９１ ８５

  

資 本 合 計 ２６１，１６０ ２３４，７５８ ２６，４０２

負 債 及 び 資 本 合 計 ６６８，８１０ ５８７，４２５ ８１，３８５
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比 較 損 益 計 算 書  
 

(単位 百万円)

科   目 

第１４５期 

自 平成 17 年４月 １日 

至 平成 18 年３月 31 日 

第１４４期 

自 平成 16 年４月 １日 

至 平成 17 年３月 31 日 比 較 増 減 

 
金 額 

対売上高

比 率 
金  額 

対売上高 

比 率 
金  額 伸び率

 

営業損益の部 

売 上 高 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

４２５，３７３

３６８，２９６

４３，３８０

１３，６９７

％

100.0

86.6

10.2

3.2

３９１，７５１

３４０，７７５

３８，９８０

１１，９９５

％ 

 

100.0 

87.0 

9.9 

3.1 

３３，６２２

２７，５２１

４，４００

１，７０２

％

8.6

8.1

11.3

14.2

営業外損益の部 

営 業 外 収 益 ６，１５４ 1.4 ３，８９６

 

1.0 ２，２５８ 58.0

受取利息及び配当金 

雑 益 

営 業 外 費 用 

５，０３８

１，１１６

６，５９０

1.2

0.2

1.5

２，９５１

９４４

５，４００

0.8 

0.2 

1.4 

２，０８７

１７２

１，１９０

70.7

18.2

22.0

支 払 利 息 

雑 損 

経 常 利 益 

２，７２０

３，８７０

１３，２６１

0.6

0.9

3.1

３，０４６

２，３５３

１０，４９１

0.8 

0.6 

2.7 

△３２６

１，５１７

２，７７０

△10.7

64.4

26.4

 

特 別 利 益 ７，５４９ 1.8 １，５８６ 0.4 ５，９６３ 375.8

投資有価証券売却益 

固 定 資 産 売 却 益 

確定拠出年金移行差益 

特 別 損 失 

５，８７５

１，６７４

－

１，６６６

1.4

0.4

－

0.4

１，３３１

－

２５４

１５４

0.3 

－ 

0.1 

0.0 

４，５４４

１，６７４

△２５４

１，５１２

341.2

－

－

978.5

関係会社株式売却損 
環境安全対策引当金繰入額 

関係会社株式評価損 

投資有価証券評価損 

 

税 引 前 当 期 純 利 益 

３２４

８６０

４８１

－

 

１９，１４４

0.1

0.2

0.1

－

4.5

７２

－

－

８１

１１，９２３

0.0 

－ 

－ 

0.0 

 

3.1 

２５２

８６０

４８１

△８１

７，２２１

345.3

－

－

－

60.6

法人税､住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

１，４９２

５，２７４

0.4

1.2

２４８

４，７４１

0.1 

1.2 

１，２４４

５３３

501.3

11.3

 
当 期 純 利 益 １２，３７６ 2.9 ６，９３３

 
1.8 ５，４４３ 78.5

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

 

２，５７６

２，９７０

１，６３３

２，９７０

 

当 期 未 処 分 利 益 １１，９８３  ５，５９６    
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比 較 利 益 処 分 案  
 

  (単位 百万円)

 

 

第１４５期 

(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

第１４４期 

(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

当 期 未 処 分 利 益 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 

海 外 投 資 損 失 積 立 金 取 崩 額 

１１，９８３ 

８１ 

－ 

－ 

５，５９６ 

５５ 

１４ 

１ 

計 

 

これを次のとおり処分いたします。 

 

利 益 配 当 金 

 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 

別 途 積 立 金 

１２，０６５ 

 

 

 

３，５１１ 

 （１株につき６円 50 銭） 

６６７    

９４ 

４，０００ 

５，６６７ 

 

 

 

２，９６９ 

 （１株につき５円 50 銭） 

         １２１    

－ 

－ 

計 

 

次 期 繰 越 利 益 

８，２７３ 

 

３，７９１
 

３，０９１ 

 

２，５７６
 

(注)平成１７年１２月１２日に、２，９７０百万円(１株につき５円５０銭)の中間配当を実施いたし 

ました。 
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重要な会計方針 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 

 その他有価証券 

  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。  

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。 

３． 固定資産の減価償却方法 

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 

  ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用して

おります。 

４．繰延資産の処理方法 

支出時に全額償却しております。 

 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

      期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、ま

た貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しており

ます。 

 

(2) 退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き退職給付引当金または前払年金費用を計上しております。 

 

(3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

(4) 環境安全対策引当金 

   建物及び設備等に使用されているアスベスト及びポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)の除去、処分等

に関する支出に備えるため、今後発生すると見込まれる費用を計上しております。 

当期においてその除去等の計画が策定されたことに伴い引当金を計上し、この結果、税引前当

期純利益は 860 百万円減少しております。 

７． リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８．重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

   為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 
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(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建債権 

金利スワップ   借入金 

 

(3) ヘッジ方針 

   当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建

債権の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の 

為に金利スワップ取引を行うものとしております。 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、

有効性の評価としております。 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式であります。 

 

(2) 連結納税制度の適用 

当期より連結納税制度を適用しております。 

 

 

 

会計処理の変更 
  固定資産の減損に係る会計基準 

当期より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成 14 年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 

  

注記事項 

(貸借対照表に関する事項) 

         第１４５期         第１４４期 

   

１．有形固定資産の減価償却累計額 202,275百万円 197,080百万円 

   

２．保証債務 41,242百万円 43,012百万円 

 （保証類似行為を含めております。）  

 

 

有価証券関係 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                  (単位  百万円) 

第１４５期 

(平成 18 年３月 31 日現在) 

第１４４期 

(平成 17 年３月 31 日現在) 
種 類 

貸借対照表 
計上額 

時 価 差 額 
貸借対照表
計上額 

時 価 差 額 

子会社株式 － － － － － － 

関連会社株式 － － － 2,692 10,275 7,582

合  計 － － － 2,692 10,275 7,582
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税効果会計 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  第１４５期  第１４４期  

      

繰延税金資産 
 

 
 

 
 

 退職給付引当金  5,420百万円 4,010百万円 

 未払賞与  2,151 1,833 

 繰越外国税額控除  463 638 

 税務上の繰越欠損金  - 6,090 

 未払確定拠出移行掛金  1,316 2,045 

 その他  4,555 3,899 

繰延税金資産小計  13,907 18,518 

評価性引当額  △2,357 △1,927 

繰延税金資産合計  11,550 16,590 

    

繰延税金負債 
 

 
 

 
 

 固定資産圧縮積立金  △2,179 △1,745 

 退職給付信託設定益  △13,010 △12,853 

 その他有価証券評価差額金  △27,363 △13,598 

 その他  △64 － 

繰延税金負債合計  △42,617 △28,196 

    

繰延税金資産（負債）の純額  △31,067 △11,605 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
      

法定実効税率  40.5％  

（調整）    

 交際費等 永久に損金算入されない項目  2.9   

 受取配当金等 永久に益金算入されない項目 △5.1  

評価性引当額  2.3  

 繰越外国税額控除  △1.2  

研究費等 税額控除  △4.6  

 その他  0.6  

税効果適用後の法人税等負担率  35.4  

 
第 144 期につきましては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の 

五以下であるため注記を省略しております。 
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役員の異動（平成１８年６月２７日付） 
 

１．選任取締役候補者 
＊朝 香 聖 一  （現 取締役、代表執行役社長） 
＊町 田   尚  （現 取締役、代表執行役専務） 
＊大 塚 紀 男  （現 取締役、代表執行役専務） 
＊原   道 夫   （現 取締役、執行役専務） 
＊出 川 光 夫  （現 執行役専務） 
＊庄 司 雅 夫   （現 執行役常務） 
＊阿 部 信 義  （現 執行役常務） 
三 木 玄 夫  （現 取締役） 

＊＊伊 庭   保   （現 社外取締役） 
＊＊佐 成 豐 彦  （現 社外取締役） 
＊＊有 田 龍 郎  （現 社外取締役） 
＊＊岡 部  弘   （現 社外取締役） 

 
   ＊印の取締役候補者は執行役を兼務する予定であります。 
  ＊＊印の取締役候補者は社外取締役候補者であります。 
 
２．執行役選任予定者 

＊代表執行役社長 朝 香 聖 一  （現 取締役、代表執行役社長） 
＊代表執行役専務 町 田   尚   （現 取締役、代表執行役専務） 
＊代表執行役専務 大 塚 紀 男   （現 取締役、代表執行役専務） 
＊執行役専務   出 川 光 夫   （現 執行役専務） 
＊執行役専務   原   道 夫   （現 取締役、執行役専務） 
執行役常務   谷 川   彰    （現 取締役、執行役常務） 

＊執行役常務   庄 司 雅 夫   （現 執行役常務） 
執行役常務   村 本  薫    （現 執行役常務） 

＊執行役常務   阿 部 信 義   （現 執行役常務） 
執行役常務   新 保 敏 英   （現 執行役常務） 
執行役常務   齋 藤 量 一   （現 執行役常務） 
執行役常務   建 部 幸 夫 （現 執行役常務） 
執行役常務   小 林 秀 一   （現 執行役） 
執行役常務   正 田 義 雄   （現 執行役） 
執行役常務   小 森  勉   （現 執行役） 
執行役常務   松 田 和 雄 （現 執行役） 
執行役     吉 開  高   （現 執行役） 
執行役     松 尾  望   （現 執行役） 
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執行役     伊 藤 雅 夫   （現 執行役） 
執行役     相 島 雅 一   （現 執行役） 
執行役     市 川 達 夫   （現 執行役） 
執行役     高 橋 伸一郎 （現 執行役） 
執行役     斉 藤 佳 男 （現 執行役） 
執行役     大 坪 由二郎 （現 執行役） 
執行役     満 江 直 樹 （現 執行役） 
執行役     武 岡 博 和 （現 執行役） 
執行役     芝 本 英 之 （現 執行役） 
執行役     川 口 哲 也 （現 執行役） 
執行役     河 島 邦 雄 （現 執行役） 
執行役     高 川 恵 介 （現 執行役） 
執行役     殿 塚  崇 （現 執行役） 
執行役     磯 貝 喜 七  
執行役     桑 原 克 己  
執行役     長 竹 和 夫  
執行役     ﾉﾙﾍﾞﾙﾄ・ｼｭﾅｲﾀﾞｰ  

 
 

   ＊印の執行役選任予定者は取締役を兼務する予定であります。 
 
 
※ 三觜行雄は執行役常務を退任し、ＮＳＫ販売（株）取締役社長は留任予定。 
※ 谷川紀彦は執行役常務を退任し、中外商事（株）取締役社長に就任予定。 
※ 篠原三知夫は執行役を退任し、ＮＳＫステアリングシステムズ（株）取締役社長は留任予定。 
※ 矢野豊明は執行役を退任し、ＮＳＫニードルベアリング（株）取締役社長に就任予定。 
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新役員体制 
以上の異動により、平成１８年６月２７日付にて、当社の取締役会、委員会及び執行役の 

体制は次のとおりとなる予定です。 
 
取締役会（＊印は執行役を兼務） 
＊朝 香 聖 一  
＊町 田   尚  
＊大 塚 紀 男 
＊原   道 夫 
＊出 川 光 夫 
＊庄 司 雅 夫    
＊阿 部 信 義 
三 木 玄 夫 
伊 庭   保   （ 社外取締役 ） 
佐 成 豐 彦  （ 社外取締役 ） 
有 田 龍 郎  （ 社外取締役 ） 
岡 部  弘   （ 社外取締役 ） 

 
委員会 
 監査委員会 委員長 佐 成 豐 彦（ 社外取締役 ） 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
       委員  三 木 玄 夫 
 
 報酬委員会 委員長 伊 庭   保 （ 社外取締役 ） 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
       委員  大 塚 紀 男 
 
 指名委員会 委員長 朝 香 聖 一 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
       委員  岡 部  弘 （ 社外取締役 ） 
 
執行役（＊印は取締役を兼務） 
＊代表執行役社長 朝 香 聖 一      
＊代表執行役専務 町 田   尚  社長補佐、技術担当、技術開発本部長 
＊代表執行役専務 大 塚 紀 男  社長補佐、管理部門担当、コーポレート経営本部長 
＊執行役専務     出 川 光 夫  社長補佐、自動車本部長、ニードル軸受事業本部担当 
＊執行役専務   原   道 夫  社長補佐、生産担当、生産本部長（兼）調達本部長 
執行役常務   谷 川   彰  業務本部長 

＊執行役常務   庄 司 雅 夫  品質保証本部長 
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執行役常務   村 本  薫  事業企画本部副本部長 
＊執行役常務   阿 部 信 義  自動車本部 自動車営業本部長 
執行役常務   新 保 敏 英  産業機械本部長、藤沢工場長 
執行役常務   齋 藤 量 一  経営企画本部長 
執行役常務   建 部 幸 夫  産業機械本部 産業機械軸受本部長、 

アフターマーケット事業本部担当 
執行役常務   小 林 秀 一  産業機械本部 精機本部長、システム製品事業部担当 
執行役常務   正 田 義 雄  総合研究開発センター所長、 

産業機械軸受技術センター所長 
執行役常務   小 森  勉  米州総支配人 
執行役常務   松 田 和 雄  事業企画本部長、コンプライアンス本部長  
執行役     吉 開  高  ステアリング技術センター所長 
執行役     松 尾  望  ＮＳＫ販売（株）取締役副社長 
執行役     伊 藤 雅 夫  コンプライアンス本部副本部長（兼）法務部長、 
               総務部長、広報部担当 
執行役     相 島 雅 一  人事部長 
執行役     市 川 達 夫  事業企画本部 国際通商部長 
執行役     高 橋 伸一郎 中国総代表 
執行役     斉 藤 佳 男  経理部長、ＩＲ室長 
執行役     大 坪 由二郎 自動車本部 自動車部品本部長、生産本部副本部長 
執行役     満 江 直 樹  自動車軸受技術センター所長 

（兼）ドライブトレイン軸受技術部長 
執行役     武 岡 博 和  アセアン総支配人 
執行役     芝 本 英 之  大津工場長、生産本部副本部長 
執行役     川 口 哲 也  ニードル軸受事業本部長 
執行役     河 島 邦 雄  生産技術センター所長（兼）生産プロセス開発部長 
執行役     高 川 恵 介  自動車本部  自動車営業本部副本部長（東日本地区担当）、 
               東日本自動車第二部長 
執行役     殿 塚  崇  自動車本部  自動車軸受本部長 
執行役     磯 貝 喜 七  石部工場長 
執行役     桑 原 克 己  自動車本部  自動車営業本部副本部長（西日本地区担当）、 
               中部日本自動車部長 
執行役     長 竹 和 夫  メカトロ技術開発センター所長 

（兼）センサ実装技術開発部長 
執行役   ﾉﾙﾍﾞﾙﾄ・ｼｭﾅｲﾀﾞｰ  欧州総支配人、事業企画本部副本部長 

 
 
 

以  上 



(ご参考)　株式交換により、当社（日本精工株式会社）の完全子会社となりました株式会社天辻鋼球製作所の
財務諸表は以下のとおりであります。

有

(１単元　1,000株）

（コード番号：6471)

（単位 百万円：未満切捨）

大 阪 府

（注）1. 持分法投資損益 18 年 3 月 期 4百万円 17 年 3 月 期 61百万円

総 資 本 売 上 高

％親会社等の名称 日本精工株式会社 親会社等における当社の議決権所有比率 100.0

17 年 3 月 期 21,854株

期末発行済株式数

2. 期末自己株式数 18 年 3 月 期 ─株

18 年 3 月 期 27,719,309株 17 年 3 月 期 27,872,093株

－

－

1,546.43

円 銭

13.3

17 年 3 月 期

4.0

株 主 資 本

経 常 利 益 率

27,856,617株

72.36

58.93

5.2

％

14.6

27,830,461株

1,681

経 常 利 益 率

％

4.9

4.6

42.6

百万円 百万円

当  期  純  利  益
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

2,154

2,137

2,882

2,52121.9

4.5 0.8

％

当期純利益率

株 主 資 本

円 銭円 銭 ％

1株当たり当期純利益

経   常   利   益

％

14.3

24.9

単 元 株 制 度 採 用 の 有 無

(1) 経営成績

1．18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成18年 5月 12日

有

中 間 配 当 制 度 の 有 無

問合せ先責任者

代 表 者

役 職 名

役 職 名

天 辻 鋼 球 製 作 所会 社 名 株 式 会 社

(ＵＲＬ http://www.aksball.co.jp )

本社所在都道府県

Ｔ Ｅ Ｌ (06)-6908-2261取 締 役

代 表 取 締 役 社 長 氏 名 竹 中 幸 雄

小 林 博 史経理部長 氏 名

17 年 3 月 期

１株当たり株主資本株 主 資 本 比 率

％

79.6

81.6

1,667.91

(4)キャッシュ・フローの状況

2. 18 年 3 月 期

3.

売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

14.00

無

8.00

銭

18,948

19,803

売     上     高

22.7

5.1

百万円

2,063

営   業   利   益

17 年 3 月 期

18 年 3 月 期

17 年 3 月 期

百万円

18 年 3 月 期

％ ％

円 銭 円 銭

期    末
配 当 性 向

配 当 金 総 額
（   年   間   ） 配  当  率

会計処理方法の変更

18 年 3 月 期

百万円

0.8

0.8

％

18 年 3 月 期

円

銭

（注）1.

％

388

334

19.3

20.4

円 － 特 別 配 当 － 円 － 銭

5.0017 年 3 月 期

百万円 百万円

(3) 財政状態
総     資     産 株   主   資   本

（注） 18年 3月期 期末配当金の内訳 記 念 配 当 －

58,176

52,858

46,283

43,142

潜 在 株 式 調 整 後

6.00

12.00 7.00

期中平均株式数

(2) 配当状況

4.

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

中    間

△ 286 △ 663

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

平成 18年 5月 12日

平成18年 3月期 個別財務諸表の概要（天辻鋼球製作所分）

7,575

17 年 3 月 期 2,950 △ 3,703 △ 261 6,677

18 年 3 月 期 1,815



(単位：千円)

期     別 

 科     目

％ ％

流  動  資  産 26,050,371 44.8 23,181,434 43.9 2,868,936

現 金 及 び 預 金 11,611,585 10,114,146 1,497,439

受 取 手 形 1,148,608 1,018,484 130,124

売 掛 金 5,931,318 5,673,001 258,316

有 価 証 券 2,263,553 2,763,556 △ 500,002

製 品 2,543,790 2,356,961 186,828

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 251,477 183,106 68,370

仕 掛 品 807,205 727,999 79,206

未 収 入 金 888,149 67,100 821,048

繰 延 税 金 資 産 299,818 256,770 43,047

そ の 他 307,299 22,611 284,687

貸 倒 引 当 金 △ 2,435 △ 2,304 △ 130

固　定　資　産 32,126,623 55.2 29,677,291 56.1 2,449,332

6,166,558 10.6 6,021,003 11.4 145,555

建 物 2,385,084 2,398,764 △ 13,679

構 築 物 149,716 154,041 △ 4,325

機 械 装 置 3,085,853 2,780,826 305,026

車 両 運 搬 具 52,068 44,641 7,427

工 具 器 具 備 品 120,726 127,029 △ 6,303

土 地 330,577 330,454 123

建 設 仮 勘 定 42,531 185,244 △ 142,713

30,352 0.0 34,185 0.0 △ 3,833

電 話 加 入 権 等 15,277 15,116 161

ソ フ ト ウ ェ ア 15,074 19,069 △ 3,994

25,929,712 44.6 23,622,102 44.7 2,307,610

投 資 有 価 証 券 17,613,749 14,408,710 3,205,039

関 係 会 社 株 式 6,411,551 7,477,925 △ 1,066,374

出 資 金 25,000 25,000 －

関 係 会 社 出 資 金 1,532,687 927,206 605,481

長 期 貸 付 金 1,000 8,729 △ 7,729

そ の 他 350,774 780,732 △ 429,957

貸 倒 引 当 金 △ 5,050 △ 6,200 1,150

58,176,994 100.0 52,858,725 100.0 5,318,268

（資  産  の  部）

資 産 合 計

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

金   額 構成比 金   額 構成比

比  較  貸  借  対  照  表

金   額

当       期 前       期
増   減

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投資その他の資産
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(単位：千円)

期     別 

 科     目

％ ％

流  動  負  債 7,136,337 12.2 6,033,729 11.4 1,102,607

支 払 手 形 565,850 675,287 △ 109,436

買 掛 金 3,607,573 3,292,736 314,836

未 払 金 327,032 241,833 85,198

未 払 費 用 857,008 815,476 41,532

未 払 法 人 税 等 875,744 516,901 358,843

預 り 金 22,626 19,380 3,245

そ の 他 880,501 472,113 408,387

固　定　負　債 4,757,257 8.2 3,682,710 7.0 1,074,546

繰 延 税 金 負 債 1,787,062 555,757 1,231,304

退 職 給 付 引 当 金 2,596,695 2,753,953 △ 157,257

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 366,500 366,000 500

そ の 他 7,000 7,000 －

負 債 合 計 11,893,595 20.4 9,716,440 18.4 2,177,154

2,101,489 3.6 2,101,489 4.0 －

1,136,104 2.0 1,141,521 2.1 △ 5,417

資 本 準 備 金 1,136,104 1,136,104 －

そ の 他 資 本 剰 余 金 － 5,417 △ 5,417

自己株式処分差益 － 5,417 △ 5,417

38,545,195 66.3 37,203,694 70.4 1,341,501

利 益 準 備 金 525,372 525,372 －

任 意 積 立 金 34,118,195 33,019,336 1,098,859

退 職 積 立 金 115,000 115,000 －

固定資産圧縮積立金 133,264 104,336 28,928

圧縮特別勘定積立金 69,931 － 69,931

別 途 積 立 金 33,800,000 32,800,000 1,000,000

当 期 未 処 分 利 益 3,901,627 3,658,985 242,641

4,500,610 7.7 2,719,340 5.1 1,781,269

－ － △  23,760 △ 0.0 23,760

資 本 合 計 46,283,399 79.6 43,142,285 81.6 3,141,114

58,176,994 100.0 52,858,725 100.0 5,318,268負 債 ・ 資 本 合 計

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

金   額 構成比 金   額 構成比

（資  本  の  部）

金   額

当       期 前       期

（負  債  の  部）

増   減

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式
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(単位：千円)

期     別 

 科     目

％ ％ ％

19,803,138 100.0 18,948,012 100.0 855,126 4.5

15,926,954 80.4 15,137,754 79.9 789,200 5.2

3,876,183 19.6 3,810,257 20.1 65,925 1.7

販売費及び一般管理費 1,721,936 8.7 1,672,334 8.8 49,601 3.0

2,154,247 10.9 2,137,923 11.3 16,324 0.8

753,437 3.8 414,231 2.2 339,205 81.9

276,399 189,468 86,931

477,037 224,762 252,274

25,178 0.1 30,942 0.2 △  5,763 △18.6

25,178 30,942 △  5,763

2,882,505 14.6 2,521,212 13.3 361,293 14.3

610,932 3.1 225,691 1.2 385,240 170.7

親 会 社 株 式 売 却 益 586,573 － 586,573

投資有価証券売却益 13,763 － 13,763

ゴルフ会員権売却益 10,595 － 10,595

固 定 資 産 売 却 益 － 225,691 △225,691

113,409 0.6 － － 113,409

関係会社株式売却損 113,409 － 113,409

3,380,029 17.1 2,746,903 14.5 633,125 23.0

1,350,000 6.8 940,000 5.0 410,000 43.6

△  33,794 △0.1 125,376 0.6 △ 159,171

2,063,823 10.4 1,681,526 8.9 382,296 22.7

2,325,021 2,116,614 208,406

320,035 － 320,035

167,181 139,155 28,025

3,901,627 3,658,985 242,641

比  較  損  益  計  算  書

当       期 前       期
増 減

(H17.4.1～H18.3.31) (H16.4.1～H17.3.31)

経 常 利 益

金 額 増 減 率

売 上 総 利 益

営 業 利 益

金 額 比 率 金 額 比 率

売 上 高

売 上 原 価

受取利息及び配当金

そ の 他 の 収 益

そ の 他 の 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額

前 期 繰 越 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税､住民税及び事業税

特 別 損 失

自 己 株 式 消 却 額
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キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

期     別 

 科     目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー：
税 引 前 当 期 純 利 益 3,380,029 2,746,903
減 価 償 却 費 1,089,104 1,085,393
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △  1,020 2,711
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △  157,257 △  170,858
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △  276,399 △  189,468
有 価 証 券 利 息 △  89,592 △  90,113
親 会 社 株 式 売 却 益 △  586,573 －
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △  13,763 △  181
関 係 会 社 株 式 売 却 損 113,409 －
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 △  10,595 －
有 形 固 定 資 産 売 却 益 － △  225,783
有 形 固 定 資 産 除 却 損 20,151 20,360
売 上 債 権 の 増 減 額 △  388,440 55,154
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △  334,405 △  404,550
そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 額 △  655,948 13,750
仕 入 債 務 の 増 加 額 205,400 815,485
未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 △  56,398 66,503
そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 加 額 297,274 37,254
役 員 賞 与 の 支 払 額 △  40,000 △  30,000
そ の 他 △  65,972 △  103,746

小 計 2,428,999 3,628,813
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 366,747 276,163
法 人 税 等 の 支 払 額 △  980,706 △  954,234

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,815,040 2,950,742

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー：
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △  8,000,000 △  7,400,000
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 7,900,000 7,400,000
関 係 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △  817,962 △  928,700
関 係 会 社 出 資 金 の 払 込 に よ る 支 出 △  605,481 △  927,206
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △  1,985,404 △  2,015,437
親 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 991,557 －
関 係 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 1,148,154 －
投 資 有 価 証 券 の 売 却 ・ 償 還 に よ る 収 入 2,516,602 500,325
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  973,297 △  971,960
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 － 276,086
短 期 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △  200,000 －
長 期 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △  22,800 －
長 期 貸 付 金 の 返 済 に よ る 収 入 30,529 5,096
そ の 他 △  268,811 358,068

 投資活動によるキャッシュ・フロー △  286,913 △  3,703,727

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー：
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 － 58,176
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △  301,693 △  27,773
配 当 金 の 支 払 額 △  362,286 △  292,255

 財務活動によるキャッシュ・フロー △  663,979 △  261,853

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 33,319 18,416
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 897,467 △  996,421
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,677,724 7,674,146
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 7,575,192 6,677,724

金   額 金   額

当　期

(H17.4.1～H18.3.31)

前　期

(H16.4.1～H17.3.31)
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(単位：千円)

期     別 

 科     目

当 期 未 処 分 利 益

固定資産圧縮積立金取崩額

圧縮特別勘定積立金取崩額

計

利 益 配 当 金

役 員 賞 与 金

（ う ち 監 査 役 分 ）

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

（注)１．平成17年12月9日に 167,181千円（１株につき6円00銭）の中間配当を実施しました。

     ２．固定資産圧縮積立金、圧縮特別勘定積立金は、租税特別措置法に基づくものであります。

         なお、取崩および繰入は、税効果相当額を控除した純額によっております。

(単位：千円)

期     別 

 品     目

％ ％ ％

鋼 球 19,718,441 99.6 18,677,377 98.6 1,041,063 5.6

機 械 部 品 84,696 0.4 270,634 1.4 △ 185,937 △68.7

計 19,803,138 100.0 18,948,012 100.0 855,126 4.5

(普通配当1株につき 7円00銭)

12,492 7,814 4,678

(普通配当1株につき 8円00銭)

利     益     処     分     案

当          期 前          期

（ 平成18年 3月期 ） （ 平成17年 3月期 ）
増     減

3,666,800

242,641

69,931

317,251

3,658,985

当          期 前          期
増     減

（ 平成18年 3月期 ） （ 平成17年 3月期 ）

部   門   別   売   上   高

26,649

金 額 金 額 金 額

3,901,627

これを次のとおり処分します。

－69,931

3,984,051

金   額 増減率金   額 構成比 金   額 構成比

117,344

1,200,000

221,754 195,104

2,442,365

1,000,000

2,325,021

50,000 40,000 10,000

200,000

－ 69,931 △ 69,931

69,931 36,742 33,189

             (4,000)             (4,000) －
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重 要 な 会 計 方 針

１.資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券

償却原価法（定額法）
移動平均法による原価法

均法により算定）
移動平均法による原価法

 (2) たな卸資産
移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

３．引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金

 (2) 退職給付引当金

      おります。

      定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

 (3) 役員退職慰労引当金

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　おります｡

５．リース取引の処理方法

      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

満 期 保 有 目 的 の 債 券

そ の 他 有 価 証 券

製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品

子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式

時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。

定率法｡ただし､平成10年4月1日以降に取得した建 (1) 有 形 固 定 資 産
物（建物附属設備を除く）については定額法を採用

債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

 (2) 無 形 固 定 資 産

しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

      役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

      特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
      按分した額を発生時点から費用処理しております。
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６．ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
      ヘッジ手段 為替予約
      ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務等

 (3) ヘッジ方針

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

７．消費税等の会計処理 税抜方式

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

      内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

９．会計処理の変更

注 記 事 項

（貸借対照表関係）
   （  当  期  ）    （  前  期  ）

１.有形固定資産の減価償却累計額 千円 千円

２.偶発債務
子会社の金融機関借入金に対する保証債務
 AKS Precision Ball Polska Sp.zo.o. 千円 千円
 愛克斯精密鋼球(杭州)有限公司 千円

３.授権株式数及び発行済株式総数
   （  当  期  ）    （  前  期  ）

授権株式数 普通株式 千株 普通株式 千株
発行済株式総数 普通株式 千株 普通株式 千株

※

を消却する旨決議いたしました。

（キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

   （  当  期  ）    （  前  期  ）
現金及び預金勘定 千円 千円
有価証券勘定 千円 千円

小計 千円 千円
預入期間が3ヶ月を超える定期預金 千円 千円
償還期間が3ヶ月を超える債券等 千円 千円
現金及び現金同等物 千円 千円

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計
基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)を適用しております。これによる損益に

      為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用しております。

外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを軽減し、早期に円貨額を確定させるために為替予約取引を利
用しております。また、外貨建の金銭債権債務等を超える為替予約取引及びその他の投機的なデリバ

      ティブ取引は利用しないこととしております。

ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、期日、金額等の重要な条件が同一であり、高い相関関係があると
      考えられるため、有効性の判定を省略しております。

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以

△ 2,499,977
6,677,724

10,114,146
2,763,556

12,877,702
△ 3,700,000

当期から「固定資産の減損に関する会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

      与える影響はありません。

355,410

11,611,585

21,718,849 21,249,281

67,662 200,526

平成18年3月28日開催の取締役
会において、自己株式174千株

7,575,192

2,263,553
13,875,138

△ 4,300,000
△ 1,999,946

50,000
27,893

49,825
27,719
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（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

   （  当  期  ）    （  前  期  ）

工具器具備品 工具器具備品
取得価額相当額 千円 千円
減価償却累計額相当額 千円 千円
期末残高相当額 千円 千円

１年以内 千円 千円
１年超 千円 千円
合計 千円 千円

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によって算定しております。

支払リース料 千円 千円
減価償却費相当額 千円 千円

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（税効果会計関係）
１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   （  当  期  ）    （  前  期  ）
  繰延税金資産

退職給付引当金 千円 千円
役員退職慰労引当金 千円 千円
減価償却費損金算入限度超過額 千円 千円
賞与引当金 千円 千円
未払事業税否認 千円 千円
その他 千円 千円

  繰延税金資産 計 千円 千円
  繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 千円 千円
固定資産圧縮積立金 千円 千円
圧縮特別勘定積立金 千円 千円

  繰延税金負債 計 千円 千円
  繰延税金資産の純額(繰延税金負債の純額 (△)) 千円 千円

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な項目別の内訳

効税率の百分の五以下であるため注記を省略しております。

42,196 30,161

４.減価償却費相当額の算定方法

132,605 142,029

３.支払リース料及び減価償却費相当額

42,196 30,161

２.未経過リース料期末残高相当額

38,348 40,300
94,256 101,728

当期及び前期において、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差が法定実

3,218,505 2,005,024
△1,487,243 △298,986

130,833 91,426
－ 47,976

1,731,261 1,706,037

3,087,672 1,865,620

73,316 41,096
94,903 93,825

155,494 158,514
201,822 192,463

1,056,595 1,071,211
149,128 148,925

132,605

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
   額相当額及び期末残高相当額

142,029

207,424 220,366
74,819 78,337
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（有価証券関係）
当期（平成18年3月31日）

１.満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：千円）

２.その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

３.当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）
（単位：千円）

４.時価評価されていない主な有価証券（上記 1.を除く）
（単位：千円）

その他有価証券
非上場株式
マネー・マネジメント・ファンド

５.満期保有目的の債券の今後の償還予定額

満期保有目的の債券
(1)国債・地方債等
(2)社債
(3)その他

984,816
－

984,816

10 年 超1年超 5年以内 5年超10年以内

－

10,636

4,780,953
1,499,850
6,280,804

△ 239,667
△ 251,484
△ 11,710

－

差 額

△ 239,773
－

11,816
1,180

(1)国債・地方債等
(2)社債
(3)その他

小 計

貸 借 対 照 表
計 上 額

－
3,499,921

(2)社債
(3)その他

合 計 10,141,037
6,029,320小 計

10,380,705

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

時 価

－
3,510,557
601,160

4,111,717
－

4,541,180
1,488,140

2,099,830
7,395,942

－
－

－
5,296,112

－
－

合 計
－

1,999,946

1 年 以 内

－
1,999,946

売 却 益 の 合 計 額

貸 借 対 照 表 計 上 額

75,048
263,607

－
－

13,763
600,336

－ 586,573

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

売 却 額 売 却 損 の 合 計 額

599,979
4,099,901

－(1)国債・地方債等

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(2)債券 　　　　－

差 額

(1)株式 1,569,660 9,157,942 7,588,282

貸 借 対 照 表
計 上 額

取 得 原 価

－ －
(3)その他 － － －

小 計 1,569,660 9,157,942 7,588,282
(1)株式 － － －

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(2)債券 － － －
(3)その他 － － －

小 計 － － －
合 計 1,569,660 9,157,942 7,588,282

計

(1)親会社
(2)その他 16,602

1,008,160

991,557
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（有価証券関係）
前期（平成17年3月31日）

１.満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：千円）

２.その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

３.時価評価されていない主な有価証券（上記 1.を除く）
（単位：千円）

その他有価証券
非上場株式
マネー・マネジメント・ファンド

４.満期保有目的の債券の今後の償還予定額

満期保有目的の債券
(1)国債・地方債等
(2)社債
(3)その他

合 計 1,974,079 6,559,040 4,584,960
小 計 30,583 27,580 △ 3,003

－ － －
(3)その他 － － －

4,587,964
(1)株式 30,583 27,580 △ 3,003

－
(3)その他 － － －

貸 借 対 照 表
計 上 額

取 得 原 価

　　　　－ －
(1)株式 1,943,495 6,531,460 4,587,964

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの 2,099,748

10,399,372
－(1)国債・地方債等

500,000
－

(2)社債
(3)その他

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(2)債券

貸 借 対 照 表 計 上 額

73,048

小 計 1,943,495 6,531,460

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(2)債券

263,578

合 計
－

2,499,977

1 年 以 内

－
2,499,977

－
6,299,646

10,487,270
－

484,600
－

時 価

－
8,365,370
2,121,900

合 計 10,971,870 72,497
△ 15,400484,600小 計 500,000

10,899,372

貸 借 対 照 表
計 上 額

－
8,299,624

(1)国債・地方債等
(2)社債
(3)その他

小 計

65,745
－

差 額

△ 15,400
－

87,897
22,151

－

差 額

1年超5年以内

2,099,748
8,399,395
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（デリバティブ取引関係）

１.取引の状況に関する事項（当期及び前期）
(1)取引の内容

(2)取引に対する取組方針

(3)取引の利用目的

ヘッジ会計の方法

ります。
ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約
ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務等

ヘッジ方針

引及びその他の投機的なデリバティブ取引は利用しないこととしております。
ヘッジ有効性評価の方法

係があると考えられるため、有効性の判定を省略しております。

(4)取引に係るリスクの内容

ほとんどないと認識しております。

(5)取引に係るリスク管理体制

んだ財務報告を定例取締役会にて行っております。

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明

２.取引の時価等に関する事項（当期末及び前期末）
　当該取引残高はありませんので、該当事項はありません。

（持分法損益等）

当期 (単位：千円)

関連会社に対する投資の金額

持分法を適用した場合の投資の金額

持分法を適用した場合の投資利益の金額

前期 (単位：千円)

関連会社に対する投資の金額

持分法を適用した場合の投資の金額

持分法を適用した場合の投資利益の金額

当社は、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用してお

為替レートの変動によるリスクを軽減し、早期に円貨額を確定させるために為替予約取引を利用し
ております。
　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

利用しているデリバティブ取引は、外貨建輸出入取引及び海外子会社への資金送金に係る為替予約
取引であります。

外貨建の債権債務等を超える為替予約取引及びその他の投機的なデリバティブ取引を利用しない方
針であります。

当社は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを軽減し、早期に円貨額を確定させるた
めに為替予約取引を利用しております。また、外貨建の金銭債権債務等を超える為替予約取

ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、期日、金額等重要な条件が同一であり、高い相関関

為替予約取引には為替レートの変動によるリスクを有しております。また、デリバティブ取引の契

1,121,173

860,483

61,950

約先は信用度の高い国内の銀行でありますので、相手方の契約不履行による、いわゆる信用リスクは

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従
い、経理部経理課が事前に経理担当役員の承認を得て行っております。また、デリバティブ取引を含

　特に記載すべき事項はありません。

1,121,173

979,445

4,530
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（関連当事者との取引）
当期(平成17年4月1日～平成18年3月31日)

１．親会社及び法人主要株主等

１

所有割合が100％となりました。
２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
３ 取引条件及び取引条件の決定方針等

者の算定した評価価格をもとに決定しております。

２.子会社等

１
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

原価を検討の上、決定しております。

前期(平成16年4月1日～平成17年3月31日)

親会社及び法人主要株主等

１
であります。

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
３ 取引条件及び取引条件の決定方針等

者の算定した評価価格をもとに決定しております。
会社株式の取得についてはAKS Precision Ball Europe Ltd.の株式を取得したもので、購入価格は第三

直接

間接

26.92

7.51

6,843,101
受取手
形及び
売掛金

機械部品
ならびに
電子応用
製品の製
造販売

兼任1名

(注) 議決権等の被所有割合欄の間接所有割合は、日本精工㈱の子会社(ＮＳＫ販売㈱他2社)が所有しているもの

鋼球製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。関係

2,381,645

関係会社
株式取得

618,900 － －

当社製品
の納入先

 鋼球等の
販売

役員の兼
任等

事業上の
関係

その他
の関係
会社

日本精工㈱
東京都
品川区

67,176,546

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職

業

議決権等の被
所有割合(%)

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

241,706

関係内容

鋼球製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。関係
会社株式の譲渡についてはAKS Precision Ball Polska Sp.zo.o.の株式を譲渡したもので、譲渡価格は第三

製造設備
他の
譲渡等

受取手数料 82,461
未収入
金

395,310

製造設備の
譲渡等

369,183
未収入
金

役員の兼
任等

事業上の
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目

関係内容

子会社
愛克斯精密
鋼球(杭州)
有限公司

中国
杭州市

14,000
千米ドル

各種鋼球
の製造販

売
直接 100.00

兼任2名
出向5名

直接 100.00

役員の兼
任等

事業上の
関係

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職

業

議決権等の被
所有割合(%)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

機械部品
ならびに
電子応用
製品の製
造販売

－
当社製品
の納入先

属性

親会社 日本精工㈱
東京都
品川区

67,176,546

会社等
の名称

住所

 鋼球等の
販売

7,060,969
受取手
形及び
売掛金

2,509,359

関係会社
株式譲渡

618,900 － －

期末残高
(千円)

(注) 日本精工㈱は前事業年度までその他の関係会社でありましたが、当社株式の公開買付けにより平成18年1月
26日をもって、当社の親会社(議決権所有割合97.13％)となり、株式交換によって平成18年3月31日に議決権

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職

業

議決権等の所
有割合(%)

(注)

属性
会社等
の名称

60.00

受取手数料及び製造設備の譲渡等については、類似取引における価格決定を検討の上決定しております。鋼
球製品の購入については、当社製品の市場価格から算定した価格、並びにＡＫＳ東日本㈱から提示された総

813,528鋼球の購入 2,294,931
支払手
形及び
買掛金

子会社
ＡＫＳ

東日本㈱

神奈川
県藤沢
市

250,000
製品の
購入

ＡＫＳ東日本㈱との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

鋼球の製
造販売

直接
兼任3名
出向2名
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（退職給付関係）

１.採用している退職給付制度の概要(当期及び前期)

制度は昭和38年4月1日より従来の退職一時金制度に加えて設立しました。

２.退職給付債務及びその内訳

イ 退職給付債務 千円 千円

ロ 年金資産 千円 千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 千円 千円

ニ 未認識過去勤務債務(債務の減額) 千円 千円

ホ 未認識数理計算上の差異 千円 千円

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) 千円 千円

３.退職給付費用の内訳

　(平成17年4月1日～ 　(平成16年4月1日～

イ 勤務費用 千円 千円

ロ 利息費用 千円 千円

ハ 期待運用収益 千円 千円

ニ 未認識過去勤務債務の費用処理額 千円 千円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 千円 千円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 千円 千円

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(当期及び前期)

イ 退職給付見込額の期間配分方法

ロ 割引率

ハ 期待運用収益率

ニ 過去勤務債務の処理年数

ホ 数理計算上の差異の処理年数

96,580

338,490

198,662

94,511

△ 24,994

△ 26,269

平成17年3月31日)

641,716

△ 2,753,953

当期 前期

△ 4,516,332

1,343,956

△ 3,172,376

△ 223,293

当期
(平成18年3月31日)

前期
(平成17年3月31日)

322,144

△ 4,329,385

1,694,449

△ 26,879

△ 26,269

平成18年3月31日)

確定給付型の制度として、当社は退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けております。なお、適格退職年金

期間定額基準

2.0％

194,619

90,326

△ 2,634,936

△ 197,023

235,264

△ 2,596,695

90,347

一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。)

2.0％

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額を発生時点から費用処理しております。)

10年(各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
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１. 代表者の異動 ［内 定］

　　　現中期計画の一層の躍進と強化のため

　【新社長の略歴】

氏　　名　： 中山　敏行（なかやま・としゆき　昭和21年11月17日生　59歳）

出 身 地　： 高 知 県

最終学歴　： 関西大学法学部卒業

略　　歴　： 当社　入社

　 当社　取締役　東京支店長

当社　常務取締役（現任）

　　　平成18年6月下旬（定時株主総会後最初に開催される取締役会で就任予定）

２. その他の役員の異動

         常務取締役　　　　 　 松　岡　光　尋 （現 AKS東日本㈱取締役社長）

         　取締役 　　 　　 　 大　倉　  務   （現 AKS Precision Ball Polska Sp.zo.o .取締役社長）

         　取締役 　 　　　 　 後　藤　賢　治 （現 当社品質保証部長）

         社外取締役　　　　 　 大　塚　紀　男 （現 日本精工㈱取締役代表執行役専務）

         代表取締役社長　      竹　中　幸　雄（当社相談役に就任予定） 

         専務取締役      　　　堀　　　捷　樹 

         常務取締役　　　　 　 田　中　泰　樹 （現 当社取締役）

         常務取締役　　　　 　 小　林　博　史 （現 当社取締役）

         常勤監査役　　　　 　 阪　本　勝　之　（現 PT.AKS PRECISION BALL INDONESIA 取締役社長)

         社外監査役　　　　 　 石　原　廣　二　（現 日本精工㈱事業企画部主幹)

         常勤監査役　　　　 　 大　西　忠　博

３. その他の異動 　

         　相談役 　 　　　 　 中　道　市　造 （退任）

以   上  

役  員  の  異  動 （平成18年6月23日付予定）

平成10年6月　　

（１）新任取締役候補

（３）昇格予定取締役

（２）退任予定取締役

（５）退任予定監査役

（４）新任監査役候補

（１）異動の内容

（２）異動の理由

（３）新任代表取締役社長の氏名および略歴

（４）就任予定日

        代表取締役社長        中　山　敏　行 （現 常務取締役）

        代表取締役専務        小　野　敏　彦 （現 専務取締役）

昭和44年3月　

昭和44年4月　

平成16年6月　　
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